
令和３年度　事務事業総点検表（１次評価）

環境

Ｒ２ Ｒ１ H30

環
境
創
造
課

1
環境審議会
運営事務

H 16 ～
市

（直営）

本市の環境の保全に
関する施策を総合的
かつ計画的に推進
し、市民が健康的で
文化的な生活を営む
ことができる良好な環
境の創造に資する。

静岡市環境基本条
例に基づき、本市の
環境の保全に関する
基本的事項について
調査、審議を行う。

①審議会の開催
②議事録の作成・
公表

①１回以
上
②１回以
上

①１回
②１回

一
般

292 - 157 1.0 0.0

環境の保全に
関する基本的
事項の調査・審
議

該当案
件があ
れば開
催、調
査・審
議

３件 １件 ４件

静岡市環境審議会では、例年報
告する各種計画の進捗報告のほ
か、諮問や報告などが必要と認め
られる該当案件等があった場合
に、調査・審議を行うため設定し
た。

３件 A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成したため。

環境基本計画及び温暖化対策実
行計画の策定にあたり専門的意
見を聴取する等のため、令和４年
度は複数回開催する予定。

環
境
創
造
課

2
環境影響評
価審査会事
務

H 27 ～
市

（直営）

本市の豊かな自然環
境を保全するため、大
規模な開発事業が環
境に与える影響につ
いて事前に検討する
ことにより、その事業
に係る適正な環境配
慮がされることを確保
する。

静岡市環境影響評
価条例に基づき、市
長の諮問に応じ、環
境影響評価等に関
する事項について調
査審議を行う。

①審査会の開催
②議事録の作成・
公表

①随時
開催
②随時
実施

①0回
②0回

一
般

183 - 0 1.0 0.0
環境影響評価
対象事業の調
査・審議

該当案
件があ
れば開
催、調
査・審
議

―
（未開
催）

１件
―
（未開
催）

静岡市環境影響評価条例の該当
案件等があった場合に、環境影響
評価等に関する事項について、審
査会で調査・審議を行うため設定
した。

０件 ― ―
令和３年度は、対象となる事案が
無かったため。

環境影響評価条例の対象事業件
数が非常に少ないため、職員のノ
ウハウが不足しがちである。
そのため、普段から条例・規則等
の理解を深めるとともに、関係課と
の連携や情報収集を行い、今後
の開催に備える。

環
境
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3
地球温暖化
対策普及啓
発事業

H 28 ～

市
（直営・委
託）

本市の民生家庭部門
におけるCO2排出量
が増加傾向にあること
を踏まえ、市民に温暖
化防止、省エネへの
取組の意識醸成を図
る。

①清水エスパルスと
共同で国民運動
「COOL CHOICE」を
推進
②民間事業者等と連
携した啓発事業の実
施
③省エネ住宅の普及
促進

①清水エスパルス
と連携した啓発活
動の実施
②民間事業者等と
連携したイベント
の実施
③静岡市版ZEH
建築等事業補助
金の周知回数

①４回
②３回
③５回

①４回
②３回
③５回

一
般
26,159 - 18,593 2.0 0.0

COOL
CHOICE賛同者
数

5,000
人

4,152
人

10,122
人

9,630
人

新型コロナウイルス感染症の影響
を踏まえつつ、今年度実施予定の
普及啓発事業の想定リーチ数や
昨年度実績をもとに、目標値を
5,000人とした。

5,174
人

A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成したため。

これまで様々な企業と連携し、市
民の皆さんの温暖化対策に資す
る具体的な行動促進につながる事
業を実施してきたが、2050年温室
効果ガス排出実質ゼロに向けて
は、更なる訴求が必要である。そ
のため、新たな手法を取り入れ、
企業と連携した効果的な事業を実
施していく。
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4

市の事務事
業における
温室効果ガ
ス削減事業

H 22 ～

市
（直営・委
託）

静岡市環境マネジメ
ントシステム及び「エ
ネルギー使用の合理
化等に関する法律（省
エネ法）」に基づき、市
の事務事業全体にお
いて環境負荷の低減
を図る。

①静岡市環境マネジ
メントシステムの適切
な管理・運営
②法定書類（定期報
告書、中長期計画
書）の作成及び市有
施設の省エネルギー
対策支援

①内部環境監査
及び外部環境監
査の実施課及び
施設数
②法定書類の提
出

①内部
監査32
か所、外
部監査３
か所
②９月

①内部監査
32か所、外
部監査３か
所
②９月

一
般

861 - 861 1.0 0.0

①共通目標の
達成率
②エネルギー使
用量に係る５年
間の平均原単
位（エネルギー
総使用量/施設
総延べ床面積）
の変化

①
100%
②
-1.0%

①
99.4%
②
-１.6%

①
99.9%
②
-2.0%

①
100%
②
-2.9%

①直近３か年の実績値をふまえ、
全ての対象課・施設がそれぞれの
目標を達成できている状況として、
100％に設定した。
②「エネルギー使用の合理化等に
関する法律（省エネ法）」では、エ
ネルギー使用量に係る５年間の平
均原単位変化について、１％削減
を目標値としているため。

①
99.7%
②
-0.9%

A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成したため。

現環境マネジメントシステムの共
通目標は、各課・各施設で主観的
に評価する目標や定性的な目標
が中心であったため、成果が分か
りづらい点が課題であった。このた
め、令和４年度からは紙の使用量
に関する定量的な目標を設定し、
使用量削減に向けて取り組んでい
く。
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5

中小企業者
向け省エネ
ルギー対策
支援事業

H 21 ～
市

（直営）

市における二酸化炭
素排出量の約５割を
占める事業活動部門
に係る二酸化炭素排
出量の削減を図る。

①エコアクション21の
取得支援
②省エネに取り組む
中小企業者に対する
支援
③省エネ機器を導入
する中小企業者に対
し、補助金を交付

①エコアクション
21補助件数
②中小企業者向
け省エネアドバイ
ザー派遣事業の
派遣件数
③中小企業者省
エネルギー設備
導入事業補助金
の交付件数

①８件
②16件
③16件

①８件
②18件
③13件

一
般
2,400 - 2,039 1.0 0.0

支援事業実施
に伴う二酸化炭
素排出削減量

53.7t-
CO₂

54.7ｔ‐
CO₂

37.5ｔ‐
CO₂

121.8ｔ
-
CO₂

各支援事業が利用されることによ
り、削減が期待される二酸化炭素
排出量の積上げにより設定した。
令和３年度目標値については、平
成28～令和２年度の５か年の削減
実績の平均値を基に、53.7t-CO₂
と設定した。

46.4t-
CO₂

B B

エコアクション21及びアドバイザー
派遣は目標を達成したものの、ア
ドバイザー派遣が補助申請につな
がらないケースも見られ、結果とし
て二酸化炭素排出量削減目標を
達成することができなかったため。

アドバイザーの派遣を受けても補
助金申請に至らないケースがあ
り、その一因として申請書類の複
雑さがハードルになっている点が
挙げられる。そのため、申請者に
対して丁寧なサポートを実施して
いくほか、申請書類の簡素化も検
討していく。
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6

次世代エネ
ルギーパー
ク関連施設
管理運営事
業

H 16 ～

市
（直営・委
託）

市民が身近に新エネ
ルギーに触れる機会
を提供し、新エネル
ギーの啓発を図る。

①小型風力発電施
設「風レンズ風車」の
維持管理
②三保貝島環境啓
発広場管理運営

①施設の保守点
検及び維持管理
委託
②次世代エネル
ギーパークのPR
動画作成

①１件
②３本

①1件
②3本

一
般
1,805 - 1,982 0.5 0.0

次世代エネル
ギーパーク啓発
動画閲覧回数

3,000
回

147回 － －

新型コロナウイルスの影響により、
従来の方法（バスツアーの開催
等）での啓発が困難となったため、
昨年度に引き続き、次世代エネル
ギーパークを紹介する動画を作成
し、公表する予定。
目標値については、令和元年度
施設見学利用者数（2,544人）と、
昨年度よりもPR回数が多いことを
考慮し、3,000回とした。

579回 C C

新エネルギー設備の維持管理業
務では、定期点検において発見さ
れた故障について予算を流用して
対応し、正常に稼働させることがで
きた。一方で動画での普及啓発に
ついては、動画に対する市民認知
度を高めることができなかったた
め。

新エネルギー設備は現在正常に
稼働しているが、経年劣化等によ
る新たな修繕必要箇所も発見され
ているため、確実に対応していく。
動画での普及啓発については、こ
れまで作成してきた動画や他業務
で作成したものとを組み合わせて
の周知に努めるとともに、より魅力
的な動画を作成する。
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境
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7
水素タウン
促進事業

H 28 ～

市
（直営・委
託）

地球温暖化対策や防
災対策、産業振興の
観点から、地域特性を
踏まえ水素エネル
ギーを利活用したまち
づくり「静岡型水素タ
ウン」の実現に向けた
取組を促進する。

①水素エネルギー利
活用促進協議会の
開催
②る・く・ると連携した
子ども向けの普及啓
発
③燃料電池自動車
に対する導入費補助
金

①協議会の開催
②水素をテーマと
したる・く・るテー
ブルサイエンスの
実施
③水素タウン促進
事業補助金の周
知回数

①２回
②９回
③10回

①1回
②9回
③10回

一
般
7,293 - 1,550 1.0 0.0

イベント来場者
における水素を
活用したまちづ
くりを必要と思う
市民の割合

95.0% 94.4% 95.0% 80.2%
昨年度及び一昨年度の実績値を
踏まえ、目標値を95.0％とした。

94.5% A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成したため。

水素に関する市民の意識醸成を
より一層図るため、学校現場との
連携も図りつつ、昨年度る・く・ると
共同開発した教育プログラムの普
及に努めていく。

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

局

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）



Ｒ２ Ｒ１ H30

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

環
境
創
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8
風力発電施
設除却事業

Ｒ 3 ～ Ｒ 3
市

（直営・委
託）

建設後、耐用年数で
ある17年が経過した
静岡市風力発電施設
「風電君」を安心・安
全に撤去する。

風力発電施設本体
（ブレード・ハブ・ナセ
ル・タワー）及び埋設
管等周辺設備の撤
去

①風力発電施設
解体工事の実施
②風力発電施設
除却事業に係る
電気設備修繕の
実施

①完了
②完了

①完了
②完了

一
般
251,700 - 205,242 0.5 0.0

除却事業の進
捗率

100% ― ― ―
本年度の事業完了を目標値として
設定した。

100% A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成したため。

令和4年度の実施なし。

環
境
創
造
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9
生物多様性
地域戦略事
業

H 22 ～

市
（直営・委
託）

2050年の静岡市の姿
を「生きものとの共生
による、健康で豊かな
暮らしを次世代に受け
継いでいく社会」とし、
2030年までに「社会・
自然の変化に対応し
た生物多様性への理
解・協働推進による保
全・再生の拡大」を図
る。

①生物多様性地域
戦略推進体制の構
築
②外来種の適正管
理事業

①リーディングプ
ロジェクトの進捗
管理実施
②出前講座の実
施

①21事
業
②４回

①21事業
②５回

一
般
2,902 - 2,900 2.0 0.0

生物多様性の
概念及び保全
活動の注目度
（環境情報発信
サイト「しぜんた
んけんてちょう」
閲覧数）

40,700
件

39,738
件

37,400
件

33,899
件

市民の外来生物に対する興味・関
心が高まっていることを踏まえ、直
近３か年の平均値の10％増の
40,700件を目標値として設定し
た。

53,257
件

S A

イベント情報等のコンテンツを充
実させたほか、トップページの改
修などを行い目標を達成すること
ができた。
一方で、前年度に引き続き市内で
外来生物発見情報が寄せられて
いるといった課題もあることからＡ
評価とした。

閲覧数を増加させるため、引き続
き庁内関係課や市民活動団体と
連携し環境関連イベントに係る情
報を収集して、発信していくと同時
に、コンテンツの充実や閲覧しや
すいレイアウト、より投稿しやすい
仕組みなどにもついて引き続き改
修し、閲覧数向上を図る。
また、昨今の発見により市民の関
心が高い特定外来生物などの情
報についても積極的に発信し注意
喚起を行っていく。

環
境
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10
環境教育推
進事業

H 19 ～

市
（直営・委
託）

環境保全のために自
ら行動する人を育み、
持続可能な社会の実
現に向けて地域、学
校、団体、行政などが
相互に連携し、協働
による環境学習の推
進を図る。

①環境学習推進の
ための指導員の活用
②自然観察会等へ
の参加機会の創出

①環境学習指導
員の派遣
②各種環境学習
会の開催

①180人
②50回

①188人
②92回

一
般
7,136 - 6,527 2.0 0.0

環境学習会等
への参加者数

3,240
人

1,741
人

3,410
人

3,322
人

生涯学習推進大綱における令和４
年度の目標値が3,250人（H31事
務事業総点検の目標値3,220人か
ら毎年10人ずつ加算）であることか
ら3,240人として設定した。

1,970
人

C A

指導員派遣及び学習会開催は目
標以上に実施したものの、新型コ
ロナウイルス感染症対策の一環と
して参加者数を絞ったものなども
あったため、アウトカム目標を達成
することができなかった。
一方で、対人によらず環境教育を
実践できる動画を13本作成し、計
11,275人（令和４年５月末現在）の
視聴を集めることができたためＡ評
価とした。

視聴数の向上に向け、これまでに
作成公開した動画の視聴分析等
を行い、市民が求めるテーマに則
した動画を作成していく。

環
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11
放任竹林対
策事業費

～

市
（直営・委
託）

里山保全団体の活動
支援により放任竹林
対策を進め、里山環
境の保全を図る。

①里山保全団体の
活動支援
②協働による放任竹
林対策の実施

①竹破砕機の貸
出
②放任竹林対策
関連補助金の交
付
③消耗品等の支
給
④里山整備委託
（竹林伐採）

①延80
回
②６団体
③20団
体
④1.0ha

①延77回
②9団体
③28団体
④0.8ha

一
般
9,836 - 8,699 1.5 0.0

里山保全団体
の活動の継続

81.0% 78.7% 73.6% 82.4%

令和元年10月時点で設定した令
和４年度の目標値である84％に向
けて、３％ずつ増加を毎年度の目
標値とする。
（目標値　R01･･･75％、R02･･･
78％）

71.4% B A

新型コロナウイルス感染症対策と
して活動を自粛する団体もあった
ため、アウトカム目標を達成するこ
とができなかったものの、補助金交
付や消耗品支給は目標を大きく上
回ることができたため。

各団体が行うユニークな取組みな
どの情報を共有することにより、
個々の活動の質や継続性を高め
ることにつなげるための意見交換
会を開催することとしているが、休
止状態にある団体へも参加を呼び
かけ活動再開を促していく。

環
境
創
造
課

12

南アルプス
ユネスコエ
コパーク管
理運営計画
推進事業

H 19 ～

市
（直営・委
託）

平成27年３月に策定
した南アルプスユネス
コエコパーク管理運営
計画（静岡市域版）に
基づき、①自然環境
の保全、②調査と教
育、③地域の持続的
な発展を図るための
事業を推進する。

①自然環境の保全
（高山植物、ライチョ
ウ保護事業等）
②調査と教育（南ア
ルプス環境調査等）
③地域の持続的な
発展（普及啓発、情
報発信等）

①防鹿柵の設置・
維持管理
②高山植物保護・
森づくりセミナー
開催
③ライチョウサ
ポーター向け研修
会開催
④南アルプス動植
物環境調査
⑤HP「南プス」の
更新
⑥普及啓発展示
等の実施回数

①２か所
②２回
③１回
④１回
⑤10回
⑥10回

①２か所
②２回
③１回
④１回
⑤10回
⑥10回

一
般
22,376 - 15,960 4.0 0.0

南アルプスユネ
スコエコパーク
の認知度
①市政ｱﾝｹｰﾄﾓ
ﾆﾀｰ（４年に1
度）
②来場者ｱﾝｹｰ
ﾄ

①－

②61%

①－

②60％

①－

②51％

①47%

②55%

①市政アンケートモニター調査は
４年に一度実施し、認知度47％
（H30)から４年後（R4）の目標値
54％を南アルプスユネスコエコ
パーク管理運営計画「静岡市域
版」中期実行計画の目標値として
設定。
②来場者アンケート（写真展等の
来場者）は、H30年度において市
政アンケートモニターより８％高
かったことから、令和４年度の目標
値を62％（市政ｱﾝｹｰﾄﾓﾆﾀｰ
54％）に設定し、普及啓発を行うこ
とにより平均して、年間１.75%ずつ
上昇することを見込み、令和３年
度の目標値を61％に設定した。

①-

②60%
A A

計画どおり事業を実施し、目標を
達成したため。

エコパークの環境保全に取り組む
人材を育成するため、高校生を対
象に南アルプスで高山植物保護
セミナーを開催しているが、今後
は、子どもから大人まで幅広く市
民が参加できる活動にも取り組
み、認知度向上につなげていく。

環
境
保
全
課

13
大気常時監
視業務

-

市
（直営・委
託）

大気汚染防止法に基
づき、大気の汚染の
状況を把握する。大
気汚染常時監視業務
を安定して実施する。

大気汚染物質（二酸
化硫黄等７物質）、有
害大気汚染物質（揮
発性有機化合物等
22物質）の大気中濃
度の監視

①測定局の環境
基準適合状況評
価に必要な有効
測定時間数
②有害大気汚染
物質の測定回数

①6,000
時間以
上
②年2～
12回（項
目別）

①7,714時
間～8,712
時間
②年2～12
回（項目別）

一
般
41,894 - 37,997 1.4 0.0

①常時監視実
施率
②環境基準達
成率（SO2、
NO2、SPM）

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

①市域の大気環境を評価するの
に必要な年間有効測定時間数の
確保を目標とした。
②事業場の立入等において一定
の調査及び指導を行うことにより削
減可能な項目（SO2、NO2、SPM）
について環境基準の達成度を目
標値に設定した。

①100%
②100%

①A
②A

A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

大気汚染常時監視業務を安定し
て実施することで環境基準の長期
的評価が行えるよう、局舎及び機
器の維持管理を適切に行うととも
に、機器の更新を計画的に進め
る。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

環
境
保
全
課

14
大気常時監
視施設の整
備事業

-
市

（直営）

大気汚染防止法に基
づき、大気の汚染の
状況を把握する。大
気汚染常時監視業務
を安定して実施する。

機器整備計画に基
づく耐用年数を経過
した機器の更新

機器の更新台数 4台 4台
一
般
7,600 - 6,418 0.6 0.0

①常時監視実
施率
②環境基準達
成率（SO2、
NO2、SPM）

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

①100%
②100%

①市域の大気環境を評価するの
に必要な年間有効測定時間数の
確保を目標とした。
②事業場の立入等において一定
の調査及び指導を行うことにより削
減可能な項目（SO2、NO2、SPM）
について環境基準の達成度を目
標値に設定した。

①100%
②100%

①A
②A

A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

大気汚染常時監視業務を安定し
て実施することで環境基準の長期
的評価が行えるよう、局舎及び機
器の維持管理を適切に行うととも
に、機器の更新を計画的に進め
る。

環
境
保
全
課

15

工場・事業
場に係る大
気汚染規制
業務

-

市
（直営・委
託）

工場・事業場の事業
活動に伴い発生する
ばい煙等を規制し、大
気汚染の防止を図り、
市民の生活環境を保
全する。

大気汚染防止法、ダ
イオキシン類対策特
別措置法等に基づく
届出の審査、排出基
準遵守の指導等

①立入検査件数
②立入検査件数
のうち煙道測定件
数

①45件
②11件

①59件
②11件

一
般
1,208 - 1,052 1.4 0.0

排出ガスの管理
に関する法令遵
守（排出基準の
遵守・自主測定
の実施・自主測
定における排出
基準の遵守）の
割合

92% 90% 91% 94%

排出基準等の遵守を目的とした立
入検査及び排出ガスの行政測定
の遵守割合について、直近３か年
の実績値の平均を目標値とした。

93% A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

施設の規模、自主測定の実施状
況等を考慮し、環境負荷の高い事
業場を重点的に立入検査を行うよ
うに立入計画を見直していく。

環
境
保
全
課

16
河川等水質
常時監視業
務

-

市
（直営・委
託）

水質汚濁防止法に基
づき河川、海域、湖沼
等の公共用水域及び
地下水の水質状況を
把握する。

河川、海域、湖沼等
の公共用水域及び
地下水の水質状況を
把握するとともに、規
制対象事業場に対
する基準遵守指導等

①河川・海域・湖
沼等の公共用水
域及び地下水の
調査地点数
②立入検査件数

①公共
用水域
87地点
(年1～8
回)、地
下水40
地点(年
各1回)
②60件

①公共用水
域87地点
（年１～８
回）、地下
水40地点
（年各１回）
②67件

一
般
15,949 - 15,668 1.5 0.0

①河川・海域の
環境基準達成
率
②排水の管理
に関する法令遵
守の割合

①95%
②94%

①93%
②93%

①93%
②93%

①100%
②96%

①公共用水域の水質測定計画を
実施することで、評価される環境
基準項目（BOD、COD）の達成率
について、直近３か年の実績値の
平均を目標値とした。
②立入検査時に行う事業場排水
の排水基準の遵守割合につい
て、直近３か年の実績値の平均を
目標値とした。

①93%
②90%

①A
②A

A
計画どおり事業を実施し、目標を
ほぼ達成できたため。

立入検査時に、自主測定の実施
及び排水処理施設等の適正な維
持管理を指導し、排水基準に適合
するよう継続して指導していく。

環
境
保
全
課

17
地下水利用
対策の推進

-

市・補助
等

（直営・交
付先）

静岡県地下水の採取
に関する条例に基づ
く規制等により地下水
採取の適正化の推進
及び地下水源の保全
を図る。

地下水採取に係る届
出書の審査及び地
下水利用対策協議
会に関する事務

①水位の測定地
点数
②塩水化の測定
地点数
③自噴量の測定
地点数

①15地
点(年６
回)
②37地
点(年６
回)
③11地
点(年12
回)

①15地点
(年６回)
②37地点
(年６回)
③11地点
(年12回)

一
般
1,324 - 1,006 1.3 0.0

①地下水位の
著しい低下が生
じなかった観測
井の割合
②塩水化が著し
く進行しなかっ
た観測井の割
合
③自噴量が著し
く低下しなかっ
た観測井の割
合

①100%
②100%
③100%

①100%
②100%
③100%

①100%
②100%
③100%

①100%
②100%
③91%

地下水が適正に利用されているこ
とを、各種調査結果により確認し、
地下水位・塩水化・自噴量に著し
い変化がないことを目標値とした。

①100%
②100%
③100%

①A
②A
③A

A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

地下水を安定的に利用できるよう
に、観測を継続するとともに、変動
があった地点について注視してい
く。

環
境
保
全
課

18

生活環境に
おける騒
音、振動監
視業務

-
市

（委託）

騒音規制法及び振動
規制法に基づき、市
内における騒音と振
動の状況を把握する。

一般環境騒音、自動
車騒音、新幹線鉄道
騒音、道路交通振動
等の監視

①環境基準達成
率（一般環境騒音
等）
②環境基準達成
率（自動車交通騒
音）

①37地
点
(年１回)
②15地
点
(年１回)

①37地点
(年１回)
②15地点
(年１回)

一
般
6,480 - 5,813 0.8 0.0

 ①環境基準達
成率　（一般環
境騒音等）
 ②環境基準達
成率　（自動車
交通騒音）

①85%
②98%

①85%
②98%

①80%
②98%

①90%
②98%

①一般環境騒音等調査
②自動車交通騒音等調査
について直近３か年の環境基準
達成率の平均を目標値とした。

①85%
②98%

①A
②A

A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

引き続き調査を実施し、事業者に
対して指導を継続していく。

環
境
保
全
課

19
水質汚濁事
故対応業務

-

市
（直営・委
託）

公共用水域において
発生した水質汚濁事
故に速やかに対応
し、被害の拡大を最小
限に抑止する。

河川等における油、
有害物質等の流出、
魚類のへい死等の
水質汚濁事故の対
応

水質汚濁事故対
応着手率（即時） 100% 100%

一
般
1,356 - 1,005 0.8 0.0

水質汚濁事故
発生時に発生
源が判明した場
合において原
因者に改善指
導を実施した割
合

100% 100% 100% 100%

水質汚濁事故発生時において発
生源及び事故原因を究明し、原因
者の再発防止を図るため、改善指
導の実施を目標とした。

100% A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

河川管理者等と連携し水質汚濁
事故に迅速に対応するとともに、
関係機関が集まる会議において、
発生した水質汚濁事故の現状に
ついて周知を図り、未然防止に取
り組んでいく。

環
境
保
全
課

20
大気汚染・
悪臭苦情対
応業務

-
市

（直営）

大気汚染、悪臭に係
る苦情を解決し、市民
の生活環境を保全す
る。

公害紛争処理法等
に基づく大気汚染、
悪臭に関する苦情の
対応

苦情処理着手率
（翌開庁日以内）

100% 100%
一
般

434 - 361 1.6 0.0
苦情対応後、申
立人への報告
が完了した割合

100% 100% 100% 100%

苦情の質や市民の満足レベルが
変化している中、受付後迅速にか
つ丁寧な対応を行うことで、申立
人が市の対応に不満足とならない
よう、目標として設定した。

100% A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

解決が困難であったり、長期化す
る案件への行政対応について、他
自治体との意見交換や県の公害
審査会等を紹介するなどして、解
決できるよう導いていく。

環
境
保
全
課

21
騒音振動苦
情対応業務

-
市

（直営）

騒音、振動に係る苦
情を解決し、市民の生
活環境を保全する。

公害紛争処理法等
に基づく騒音、振動
に関する苦情の対応

苦情処理着手率
（翌開庁日以内）

100% 100%
一
般

602 - 383 1.6 0.0
苦情対応後、申
立人への報告
が完了した割合

100% 100% 100% 100%

苦情の質や市民の満足レベルが
変化している中、受付後迅速にか
つ丁寧な対応を行うことで、申立
人が市の対応に不満足とならない
よう、目標として設定した。

100% A A
計画どおり事業を実施し、目標を
達成できたため。

規制がかからない事業所からの騒
音苦情など、解決が困難な案件へ
の対応について、他自治体との意
見交換や県の公害審査会等を紹
介するなどして解決できるよう導い
ていく。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

環
境
保
健
研
究
所

22
環境保健研
究所管理運
営事業

S 60 ～

市
（直営・委
託）

環境保健研究所を適
切に維持管理し、もっ
て市民の健康に関す
る安全、安心を確保
する。

①庁舎管理のための
委託業務の発注、機
器の修繕及び光熱
水費等の予算管理
②移転整備事業の
完了までに最低限必
要な施設修繕の実
施

①委託業務の発
注件数
②修繕業務の発
注件数

①10件

②２件

①10件

②５件
一
般
18,339 ― 14,142 2.0 0.0

管理瑕疵に起
因する事故被
害発生件数

0件 0件 0件 0件

環境保健研究所の現行施設は、
狭あい化及び老朽化が著しい状
況にあるため、令和２年度に策定
した静岡市環境保健研究所基本
計画に基づき７年度の供用開始に
向け移転整備を進めることとなっ
たが、移転が実現するまでの間
は、この老朽化した現有施設にて
事故が起こることがないよう適切に
管理する必要があることから、事故
被害発生件数０件を目標値として
設定した。なお、指標の性質上、０
件を超える数値は生じ得ないた
め、目標値の上方修正は行わな
いこととする。

0件 A A

・予定している施設管理に関する
委託業務10件については、すべ
て実施した。
・施設修繕については、２階事務
室電話機増設工事及び２階女子
便所回収工事を予定どおり実施
するとともに、緊急対応として、ガ
ス警報器取替修繕等を実施した。
・これらにより、事故被害が発生す
ることのないよう、適切に施設管理
を行った。

新研究所に移転するまでの間、必
要となる施設修繕を適宜、実施し
ていく。

環
境
保
健
研
究
所

23
情報発信・
市民学習支
援業務

S 60 ～
市

（直営）

市民目線に立った
テーマを選定のうえ調
査研究し、情報発信
する。

①市政出前講座の
実施
②研究所だよりの発
行

①実施回数
②ホームページへ
の掲載回数

①５回
②３回

①５回
②３回

一
般

841 ― 691 0.6 0.1

実施した市政出
前講座に対する
参加者の理解
度

95% 100% － －
令和２年度の実績値（100％）を踏
まえ、令和２年度の目標値90％か
ら上方修正した。

97% A A

・受講者80人中、アンケートを回収
できた69人のうち67人から「とても
理解できた」又は「理解できた」と
の回答を得ることができた。

今後も受講者のニーズに合わせ
た講座を実施していくとともに、講
座で使用する教材に動画を活用
するなど、理解を深めるための資
料作りに努めていく。

環
境
保
健
研
究
所

24
公衆衛生試
験検査業務

S 60 ～

市
（直営・委
託）

感染症や食品中の残
留農薬等の保健衛生
に係る微生物及び理
化学に関する行政依
頼検査に対応し、もっ
て市民の健康に関す
る安全、安心を確保
する。

①微生物に関する行
政依頼検査の実施
②理化学に関する行
政依頼検査の実施

①微生物に関す
る試験検査件数
②理化学に関す
る試験検査件数

①3,900
件
②400件

①10,652件
②245件

一
般
27,646 ― 26,819 8.9 0.8

依頼課に対し、
検査結果精査
後、開庁日２日
以内に報告でき
た割合

100% 100% － －

全ての依頼検査について、当該
検査項目を完全に実施し、かつ、
迅速に対応する必要があることか
ら引き続き100％を目標値とするこ
ととした。

100% A A
・全ての依頼検査に対し、迅速か
つ適切に対応した。

引き続き全ての依頼検査に対し、
迅速かつ適切に対応することがで
きるよう検査機器の保守点検を確
実に実施するとともに、機器に不
具合が生じた場合には迅速に修
繕、更新等の対応を図っていく。

環
境
保
健
研
究
所

25
環境試験検
査業務

S 60 ～

市
（直営・委
託）

有害大気汚染物質、
工場排水等の環境に
関する行政依頼検査
に対応し、もって市民
の健康に関する安
全、安心を確保する。

環境に関する行政依
頼検査の実施

環境に関する試
験検査件数

516件 712件
一
般
8,274 ― 7,724 4.3 0.0

依頼課に対し、
検査結果精査
後、開庁日２日
以内に報告でき
た割合

100% 100% － －

全ての依頼検査について、当該
検査項目を完全に実施し、かつ、
迅速に対応する必要があることか
ら引き続き100％を目標値とするこ
ととした。

100% A A
・全ての依頼検査に対し、迅速か
つ適切に対応した。

引き続き全ての依頼検査に対し、
迅速かつ適切に対応することがで
きるよう検査機器の保守点検を確
実に実施するとともに、機器に不
具合が生じた場合には迅速に修
繕、更新等の対応を図っていく。

環
境
保
健
研
究
所

26
公衆衛生機
器整備事業

S 60 ～
市

（直営）

検査依頼に迅速かつ
適切に対応するため
定期的に機器を更新
して検査体制の維持
及び強化を図り、もっ
て市民の健康に関す
る安全、安心を確保
する。

機器整備計画に基
づく検査機器の整備

機器整備計画に
基づく検査機器の
整備

３件 14件
一
般
26,431 ― 23,523 0.7 0.1

依頼課に対し、
検査結果精査
後、開庁日２日
以内に報告でき
た割合

100% 100% － －

検査機器の整備により、全ての依
頼検査について、当該検査項目
を完全に実施し、かつ、迅速に対
応することのできる体制を維持す
る必要があることから、引き続き
100％を目標値とすることとした。

100% A A
・計画どおり機器を整備し、全ての
依頼検査に対応可能な体制を維
持することができた。

全ての依頼検査について、適切に
対応することが可能な体制を維持
するべく機器を整備していく必要
があるところ、近年、国庫負担金対
象機器の一部が計画対象外とさ
れているため、地方衛生研究所全
国協議会を通じて本市発案によ
り、予算枠の十分な確保を求める
要望書を厚生労働省宛提出した。
また、機器購入の優先順位を精査
し、機器整備計画を定期的に見直
していく。

環
境
保
健
研
究
所

27
環境分析機
器整備事業

S 60 ～
市

（直営）

検査依頼に迅速かつ
適切に対応するため
定期的に機器を更新
して検査体制の維持
及び強化を図り、もっ
て市民の健康に関す
る安全、安心を確保
する。

機器整備計画に基
づく検査機器の整備

機器整備計画に
基づく検査機器の
整備

２件 ２件
一
般
6,570 ― 6,490 0.2 0.0

依頼課に対し、
検査結果精査
後、開庁日２日
以内に報告でき
た割合

100% 100% － －

検査機器の整備により、全ての依
頼検査について、当該検査項目
を完全に実施し、かつ、迅速に対
応することのできる体制を維持す
る必要があることから、引き続き
100％を目標値とすることとした。

100% A A
・計画どおり機器を整備し、全ての
依頼検査に対応可能な体制を維
持することができた。

全ての依頼検査について、適切に
対応することが可能な体制を維持
するべく機器を整備していく必要
があるため、機器購入の優先順位
を精査し、機器整備計画を定期的
に見直していく。

環
境
保
健
研
究
所

28
環境保健研
究所移転整
備事業

Ｒ 3 ～ Ｒ 7
市

（直営・委
託）

検査機器等の増加に
伴う狭あい化及び建
築後55年以上の経過
に伴う老朽化が著しい
環境保健研究所を移
転整備することによ
り、検査体制、調査研
究機能及び情報発信
力の強化を図り、もっ
て市民の生活環境及
び健康に関するより一
層の安全、安心を確
保する。

①基本設計・実施設
計
②移転用地地質調
査
③埋蔵文化財発掘
調査
④建設工事
⑤機器等の移設
⑥既設解体工事

①基本・実施設計
の実施
②移転用地地質
調査の実施

①実施

②実施

①実施
（継続）

②実施
（完了）

一
般
81,968 ― 9,731 0.3 0.0

実施設計の進
捗率

100% － － －

新施設は、令和７年度の供用開始
を目指しており、そのためには、令
和３年度中に実施設計を完了させ
る必要があることから、各年度に実
施すべき事業の進捗を成果として
捉え、今年度の目標値を実施設
計の完了（進捗率100％）とした。

70% B B

・移転整備事業の全体スケジュー
ルに影響は出ていないものの、免
震建築物の設計において、移転
用地の地質調査結果により国土
交通大臣の認定を受ける必要が
あることが判明したため、認定手続
きに日数を要することとなり、次年
度も継続して実施することとなっ
た。

今後の建設事業に影響のないよう
設計業務を遅滞なく完了させる。
また、移転用地に隣接する静岡地
方気象台及び周辺自治会と連絡
を密にして丁寧に事業説明を行う
とともに、必要な措置を講じて円滑
に事業を進めていく。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

ご
み
減
量
推
進
課

29
資源循環啓
発施設運営
事業

H 23 ～

市
（直営・委
託）

市民のごみの減量化
と資源化に関する意
識向上を図る。

資源循環啓発施設
の運営

①児童向け環境
学習講座の開催
回数
②一般向け環境
学習講座の開催
回数

①100回
②２０回

①151回
②16回

一
般
59,230 ― 59,213 1.0 0.0

児童向け
環境学習の理
解度

100% 96％ 96％ 93％

環境学習は、環境に係る現状・課
題・知識・考え方について啓発す
るために実施しており、受講者全
員が理解することを目指すため、
100％を目標値に設定した。

96% A A

講座の内容・実施手順等について
関係者で確認するなどした結果、
理解度は96％と高い成果があった
ため。

小学生のみでなく、こども園などの
未就学児から高齢者まで、幅広い
年齢層を対象とした環境学習の拡
充を図っていく。また、理解度の低
い項目はさらにわかりやすい資料
の作成に努める。

ご
み
減
量
推
進
課

30
ごみ減量対
策事業

S 56 ～

市
（直営・委
託）

市民のごみの減量化
と資源化に関する意
識向上を図る。

静岡市のごみ処理状
況の紹介、４Rに関す
る情報提供、リサイク
ル体験等のコーナー
を設置して、市民へ
啓発する。

啓発イベントの実
施回数

５回 ８回
一
般
4,496 ― 2,835 0.4 0.0

ごみ減量意識
が向上した人の
割合

100% 94% 96% 96%
各種啓発イベント参加者全員のご
み減量意識の向上を目指すた
め、100％を目標値に設定した。

90% A A
参加者の意識の向上率は90％と、
目標に近い成果を出すことができ
たため。

令和３年度と同様に、啓発イベント
を通じて、より実践行動に繋がるご
み減量意識の向上を目指す。

ご
み
減
量
推
進
課

31
最終処分場
整備事業

H 31 ～

市
（直営・委
託）

安定的な廃棄物処理
体制の確保のため、
新たな最終処分場を
整備する。

１．工作物等損失補
償費調査
２．不動産鑑定評価
３．生活環境影響評
価
４．実施設計
５．自治会館解体補
助

委託業務の発注
件数

４件 ４件
一
般
51,009 ― 45,965 2.0 0.0

①委託業務の
進捗率
②解体補助の
実施

①100%
②100%

①100%
②100%

①50%
②－

①100%
②－

事業の確実な進捗を図るため、業
務の全件完了を目標とした。

100% A A
計画どおり委託業務が完了したた
め。

実施設計の結果を踏まえ、令和８
年度の供用開始に向け、土地所
有者の理解を得ながらスケジュー
ル管理を徹底する。

ご
み
減
量
推
進
課

32
清水ストック
ヤード建設
事業

H 26 ～
市

（委託）

解体した清水清掃工
場跡地及び周辺の有
効利用を図るため、災
害時にも利用可能な
ストックヤードを建設
するとともに周辺整備
を行う。

土壌汚染状況調査
委託業務の発注
件数

1件 1件
一
般
45,000 ― 38,878 2.0 0.0

委託業務の進
捗率

100% 100% 50% -
事業の確実な進捗を図るため、委
託業務の全件完了を目標とした。

100% A A
計画どおり委託業務が完了したた
め。

建設予定地内において、ダイオキ
シン類による地下水汚染及び重金
属等による土壌汚染が確認された
ため、対策を講じる必要がある。汚
染対策工法を検討し、対策工事を
実施のうえ、ストックヤード等を整
備する。

廃
棄
物
対
策
課

33
し尿くみ取
料交付金

S 49 ～
市

（直営）

し尿くみ取り料金の市
民負担を軽減するとと
もに、し尿収集運搬業
者の経営安定化に寄
与することにより、生
活環境の保全及び公
衆衛生の向上を図る。

し尿くみ取り料金の
一部を市が負担し、
し尿収集運搬業者へ
交付金として交付す
る。

交付金の交付
交付実
施（９者）

交付実施
（９者）

一
般
41,795 ― 41,660 1.0 0.0

し尿収集運搬
業者への交付
割合

100%
（９者）

100%
（９者）

100%
（９者）

100%
（９者）

市民に代わってし尿の収集運搬を
業とする一般廃棄物収集運搬業
者９者に対してし尿くみ取料交付
金を交付することにより、市民負担
の軽減が図られるため、交付割合
100％を目標値として設定した。

100%
（９者）

A A
し尿くみ取料交付金を計画どおり
交付し、目標を達成したため。

適正なし尿くみ取り料金の設定が
求められているため、定期的に世
帯実態調査を実施するとともに、
業者との連絡を緊密に行うことで、
正確な状況把握に努める。

廃
棄
物
対
策
課

34
し尿貯溜槽
し尿抜取り
運搬業務

S 44 ～
市

（委託）

山間部の遠隔地であ
る葵区井川地区及び
梅ケ島地区のし尿の
収集運搬を効率的に
行う。

葵区井川地区及び
梅ケ島地区のし尿貯
溜槽のし尿の抜き取
り及び静岡衛生セン
ターへの運搬業務

委託契約締結 1件 1件
一
般
5,396 ― 4,367 0.5 0.0

対象地区のし尿
抜取り運搬業務
が支障なく実施
できた割合

100%
（80回）

100%
（80回）

100%
（80回）

100%
（80回）

井川及び梅ケ島貯溜槽から静岡
衛生センターまでのし尿抜取り運
搬業務を支障なく実施するため、
実施割合100％を目標値として設
定した。

100%
（70回）

A A
し尿抜取り運搬業務を計画どおり
実施し、目標を達成したため。

引き続き、適切なし尿抜取り運搬
業務を実施していく。

廃
棄
物
対
策
課

35
公衆トイレ
清掃業務

H 15 ～
市

（委託）
公衆便所の清掃・維
持管理業務を行う。

清水区内１箇所（八
千代橋）の公衆便所
の清掃・維持管理

委託契約締結 1件 1件
一
般

356 ― 258 0.5 0.0 清掃回数 183回 183回 183回 183回
隔日の清掃・維持管理により清潔
を維持するため、清掃回数を目標
値として設定した。

183回 A A
公衆便所の清掃・維持管理を計画
どおり実施し、目標を達成したた
め。

確実な清掃の実施を継続するとと
もに、利用状況によっては設置場
所における公衆便所の必要性に
ついて、地元自治会と情報共有を
図る。

廃
棄
物
対
策
課

36
浄化槽設置
整備事業補
助金

H 1 ～
市

（直営）

生活排水処理対策を
促進するため、公共
下水道事業及び農業
集落排水処理事業の
認可区域外において
合併処理浄化槽の普
及促進を図る。

補助金の対象となる
区域において浄化槽
を設置する者に補助
金を交付する。

設置基数（新規を
除く。）

150基 135基
一
般
102,872 ― 102,762 2.0 1.0

本事業により整
備した合併処理
浄化槽の使用
人口（新規設置
を除く。）

330人
（150
基）

237人
（108
基）

249人
（81基）

400人
（135
基）

本事業により整備した合併処理浄
化槽の設置基数（新規設置を除
く。）に平均世帯人員を乗じた人口
を目標値とした。

297人
（135
基）

A A
合併処理浄化槽の設置者に計画
どおり補助金を交付し、目標を達
成したため。

市HP上での周知や広報紙への記
事掲載等により、本事業の積極的
な活用の呼びかけを継続してい
く。

廃
棄
物
対
策
課

37
産業廃棄物
処理業者等
の許可事務

S 46 ～
市

（直営）

廃棄物の適正処理を
図り、生活環境の保
全・公衆衛生の向上
を促進する。

産業廃棄物処理業
等の許可を申請する
者に対して許可及び
指導監督を行う。

許可業者への立
入検査の実施

86件 85件
一
般

973 ― 752 5.0 0.0
指導事項に対
する改善達成
率

100% 100% ― ―

立入検査時の指導事項について
は着実な改善対応が求められるた
め、指導に対する改善状況（改善
計画書提出を含む。）を目標値と
して設定した。

100%
（指導
41件、
改善41
件）

A A
立入検査を計画どおり実施し、目
標を達成したため。

毎年度策定している静岡市産業
廃棄物処理対策実施計画に基づ
き、引き続き、廃棄物処理業者等
に対する適正な許可及び指導監
督を実施していく。

廃
棄
物
対
策
課

38
廃棄物不法
投棄監視業
務

H 6 ～

市
（直営・委
託）

市民、事業者、行政
が一体となり、廃棄物
の不法投棄、不適正
処理等を監視し、廃
棄物の適正処理を確
保する。

①監視機動班パト
ロール
②山間地等廃棄物
不法投棄監視員によ
るパトロール
③不法投棄廃棄物
の調査・回収

①出動日数
②委嘱者数
③調査・回収

①90日
②最大
150人
③随時

①90日
②135人
③301件

一
般
5,454 ― 4,307 2.6 1.6 不法投棄件数

360件
以内

333件 287件 296件

平成26年度から平成30年度まで
の５年間における不法投棄件数の
平均値（354.2件）を基に設定し
た。

301件 S A
不法投棄に係る回収作業を実施
し、目標を達成したため。

不法投棄件数の更なる減少のた
め、行政によるパトロールや山間
地等廃棄物不法投棄監視員によ
る監視体制の強化・持続を図る。
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廃
棄
物
対
策
課

39

最終処分場
跡地等周辺
環境影響調
査業務

～

市
（直営・委
託）

最終処分場跡地等の
周辺への影響につい
て、環境質を確認する
ことにより、生活環境
の保全及び公衆衛生
の向上をにつなげる。

最終処分場などが運
営されていた土地の
周辺の環境質への
影響を確認するた
め、河川水の水質検
査等を実施する。

①水質検査業務
契約
②河川水の調査・
採水

①１件
②２地区
（年1回）

①１件
②２地区
（年1回）

一
般

437 ― 329 0.1 0.1
水質汚濁に係る
環境基準等適
合率

100%
（23項
目・59
項目）

100%
（23項
目・59
項目）

100%
（23項
目・59
項目）

100%
（23項
目・59
項目）

環境への影響を確認するため、環
境基準適合率を目標値とした。

100%
（23項
目・59
項目）

A A
水質検査を計画どおり実施し、す
べて環境基準等の目標に達成し
たため。

廃棄物の不適正処理による河川
水の水質汚濁の未然防止を図る
ため、監視機動班によるパトロー
ル、山間地等廃棄物不法投棄監
視員からの情報提供等により状況
把握に努める。

廃
棄
物
対
策
課

40
PCB特別措
置法に関す
る事務

H 13 ～
市

（直営）

法に基づく届出書の
提出及び保管、処分
等についての必要な
指導等を行い、確実
かつ適正な処理を推
進し、市民の健康保
護及び生活環境の保
全を図る。

①PCB使用変圧器・
コンデンサー等掘り
起こし調査の未回答
者168件に対する
フォローアップ調査
を行い、適正保管指
導及びR3年度末ま
での処理完了を促
す。
②市所有PCB廃棄
物の計画的処理の
推進

①立入等の実施
②処理年次計画
の実施

①立入
等168件
②実施

①立入等
168件
②実施

一
般

925 ― 113 2.9 3.2
掘り起こし調査・
JESCOへの登
録実施率

100% ― ― ―

PCB使用変圧器・コンデンサー等
掘り起こし調査の未回答者に対
し、立入や郵送調査等を実施し、
把握したPCB廃棄物に係るJESCO
登録等の期限内（R３年度末）処理
完了を目標値とした。

100%
(168
件)

A A
掘り起こし調査等を計画どおり実
施し、目標を達成したため。

令和８年度末が処分期限である低
濃度PCB廃棄物について、処分
期限までに確実に掘り起こし調査
を行う必要がある。PCB廃棄物の
保管が判明した事業所について
は、処分までの間、適正に保管す
るよう指導していく。

廃
棄
物
対
策
課

41

吉津地区不
適正処理建
設残土対応
業務

H 14 ～

市
（直営・委
託）

吉津地区に「燃え殻
が混合された密接不
可分な建設残土」が
不適正に放置されて
いたことから地元住民
の不安を解消するた
め、水質検査等を実
施する。

①ダイオキシン類モ
ニタリング調査の実
施
②水道水の水質基
準項目の水質検査
の実施

①委託契約締結
②-1委託契約締
結
②-2地下水調査・
採水の実施

①１件
②-1　１
件
②-2　２
回

①１件
②-1　１件
②-2　２回

一
般
2,496 ― 1,335 0.2 0.1

水質検査結果
の基準適合率

100%
（612項
目）

99.5%
（609/6
12）

99.2%
（607/6
12）

99.8%
（611/6
12）

井戸水を飲料水としている地区の
住民の健康面への不安を解消す
るため、水質基準に完全に適合す
ることを目標値とした。

99.8%
（611/6
12）

A A
水質検査を計画どおり実施し、大
腸菌以外はすべて目標を達したた
め。

年２回実施している水質検査結果
において、ダイオキシン類の検査
結果には基準値の超過はみられ
ないが、今後、地下水の水質検査
結果を含め、調査項目、頻度等の
見直しを検討していく。

廃
棄
物
対
策
課

42
不法投棄廃
家電再商品
化等事業

H 13 ～
市

（委託）

不法投棄された特定
家電用機器につい
て、家電リサイクル法
の趣旨に従い、適正
処理を行う。

再商品化費用の負
担及び集積場所から
指定取引場所への
運搬（対象家電：エア
コン、テレビ、冷蔵
庫、洗濯機、乾燥
機）

委託契約締結 １件 １件
一
般

697 ― 278 0.2 0.0
特定家庭用機
器適正処理

100%
（1件）

100%
（1件）

100%
（1件）

100%
（1件）

不法投棄された特定家庭用機器
を家電リサイクル法に則った適正
なルートで確実に処理を行うことを
目標値とした。

100%
（1件）

A A
不法投棄された特定家電用機器
をすべて適正処理し、計画どおり
目標を達成したため。

不法投棄される特定家庭用機器
の量は、毎年同程度となってい
る。
廃棄物等が投棄されないような土
地の管理を適正に行うため、管理
者の意識啓発を図る。

収
集
業
務
課

43
家庭ごみ収
集運搬業務
委託

～
市

（委託）

主に家庭から排出さ
れた可燃ごみを収集
運搬することにより生
活環境の保全及び公
衆衛生の向上を図る。

集積所に排出された
家庭ごみ等の収集対
応

委託契約締結及
び実績確認

実施 実施
一
般

1,314,387 ― 1,314,380 1.0 0.0
集積所に排出さ
れた廃棄物の
対応率

100％
(115,3
79t)

100%
(119,4
58t)

100%
(118,7
32t)

100%
(107,9
49t)

家庭ごみの収集運搬は、生活環
境の保全及び公衆衛生の向上を
図るため、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律により定められた地
方公共団体の責務であるため、集
積所に排出された家庭ごみを全量
適正に収集することを目標として
設定した。

100%
(125,3
59t)

A A
委託業務の進捗管理を適正に行
い、家庭から排出されたごみを延
滞なく適正に全量収集できた。

令和３年度、完全委託化された
が、今後もより一層委託業者と連
携を密にし、不適正に排出される
ごみへの適正な対応及び排出抑
制の強化に努め、安定的な収集を
確保する。

収
集
業
務
課

44

資源回収事
業（びん・缶
類・ペットボ
トル）

～
市

（委託）

家庭から分別排出さ
れた資源ごみ（びん・
缶・ペットボトル等）を
回収し、資源の有効
利用を図る。

集積所に排出された
資源ごみの回収及び
選別加工

委託契約締結及
び実績確認

委託契
約締結
及び実
績確認

実施
一
般
425,789 ― 418,662 1.0 0.0

集積所等へ排
出された資源ご
みの適正な全
量回収
①びん
②缶等
③ペットボトル

①100%
(3,960t)
②100%
(1,444t)
③100%
 (323t)

①100%
(3,845t)
②100%
(1,381t)
③100%
 (324t)

①100%
(3,793t)
②100%
(1,323t)
③100%
 (317t)

①100%
(3,966t)
②100%
(1,343t)
③100%
 (317t)

家庭ごみの収集運搬は、生活環
境の保全及び公衆衛生の向上を
図るため、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律により定められた地
方公共団体の責務であるため、排
出された資源ごみを全量適正に収
集することを目標として設定した。

①100%
(3,787t)
②100%
(1,380t)
③100%
（338ｔ）

①A
②A
③A

A

委託業者の進捗管理を適正に行
い、家庭から分別排出された資源
ごみを遅滞なく適正に全量収集
し、リサイクルルートでの確実な処
理を実施できた。

委託業者との連携を強化し、収集
体制の更なる効率化を図る。

収
集
業
務
課

45
不燃・粗大
ごみ戸別収
集等経費

～

市
（直営・委
託）

不燃・粗大ごみの適
正排出を推進し、不
法投棄防止、事業系
廃棄物の排出防止及
び分別の徹底による
ごみの減量を図る。

市民からの不燃・粗
大ごみ回収依頼を受
付し、各収集セン
ターが円滑に戸別収
集を実施する。

①ごみ受付セン
ターに係る事務処
理の円滑な実施
②受付件数等の
把握
③収集業務の円
滑な実施

①実施
②実施
③実施

①実施
②実施
③実施

一
般
108,177 ― 107,985 1.0 0.0

申込み受付に
対する収集対
応率

100% 100% 100% 100%

家庭ごみの収集運搬は、生活環
境の保全及び公衆衛生の向上を
図るため、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律により定められた地
方公共団体の責務であるため、受
付した不燃・粗大ごみを全量適正
に収集することを目標として設定し
た。

100% A A

各家庭から排出される不燃・粗大
ごみを申し込みに合わせて遅滞な
く回収し、生活環境の保全及び公
衆衛生の保持が達成できた。

委託業者との連絡を強化し、不
燃・粗大ごみ戸別収集受付業務
の円滑な遂行及び受付システムの
安定な稼働確保を図る。

収
集
業
務
課

46
廃棄物減量
等推進員活
動経費

～
市

（直営）

推進員と本市が地域
との連携を保ちつつ、
ごみ減量および環境
美化を推進するととも
に、市民の廃棄物処
理に対する意識の高
揚を図る。

推進員が本市との連
携を保ちつつ「4R」の
考えに基づき、各地
域でごみ減量等を推
進するリーダーとして
の活動を行う。

①廃棄物減量等
推進員委嘱者数
（自治会・町内会
相当数(山間地除
く)）
②研修、勉強会等
開催

①880人
②12回

①918人
②４回

一
般
20,685 ― 18,796 1.0 0.2

推進員活動回
数

69,000
回

68,404
回
（928
人）

74,842
回
（933
人）

64,379
回
（927
人）

H30年度からR２年度（過去３年間）
実績の平均値（端数切捨）から目
標値を設定した。

64,203
回

A A

推進員の勉強会を学区・地区単位
で開催するなどして、推進員活動
の啓発・活性化を図り、推進員の
活動回数が目標どおりとなった。

自治会に対し幅広い人材からの
選任について依頼するほか、推進
員の活動環境を整備し、推進員活
動の活性化を図る。
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収
集
業
務
課

47

収集セン
ターごみ収
集経費
（西ヶ谷・沼
上・清水）

～
市

（直営）

本市直営によるごみ
収集運搬業務を行う
ための清掃車の維持
管理並びに燃料費及
び必要消耗機材購入
費等の適切な執行管
理を行うことにより、業
務能率の維持を図る。

①ごみ収集・運搬業
務に係る消耗機材の
購入
②清掃車の維持管
理及び燃料費の執
行

収集日数 260日 260日
一
般
33,374 ― 27,719 89.0 13.0

家庭から排出さ
れた不燃・粗大
ごみの直営車
両による適正な
全量収集

100% 100%
(5,356t)

100%
(5,398t)

100%
(5,326t)

家庭ごみの収集運搬は、生活環
境の保全及び公衆衛生の向上を
図るため、廃棄物の処理及び清掃
に関する法律に定められた地方公
共団体の責務であるため、家庭か
ら排出された不燃・粗大ごみを全
量適正に収集することを目標とし
て設定した。

100%
(5,449t
)

A A

収集センターの適正な運営によ
り、家庭から排出された不燃・粗大
ごみを遅滞なく適正に全量収集で
きた。

塵芥車等の車両の維持管理を適
正に実施し、収集運搬業務の確
実性、安全性の一層の向上を図
る。

収
集
業
務
課

48

収集セン
ターごみ収
集車等整備
経費（西ケ
谷・沼上・清
水）

～
市

（直営）

耐用年数を経過した
直営老朽車両の更新
により、市民から排出
されるごみの収集・運
搬の安定した運用を
図る。なお、更新順位
及び年数を調整する
ことにより、経費負担
の集中を防ぎ、事業
費の平準化を図る。

保有車両のうち、購
入後概ね10年経過し
たごみ収集車等を更
新する。
※購入予定車両：4ｔ
塵芥車、小型貨物、
軽貨物

①塵芥車購入台
数
②小型貨物購入
台数
③軽貨物購入台
数

①1台
②1台
③１台

①１台
②１台
③０台

一
般
11,900 ― 10,615 0.2 0.0

車両整備不良
による事故数ゼ
ロ

0件 0件 0件 0件
年度ごとの車両整備不良による事
故件数を基に目標値を設定した。

0件 A A

日常点検等の適正な実施により、
車両整備不良による事故の発生
を防ぎ、円滑かつ適正に収集運
搬業務を実施できた。

日常点検の適正な実施を継続し、
引き続き車両整備不良による事故
の発生を０件となるよう務める。

収
集
業
務
課

49
清水ごみ受
付センター
運営経費

～

市
（直営・委
託）

清水ごみ受付セン
ターの安全かつ安定
した運営を図り、家庭
ごみの受入業務を効
率的に実施する。

①受入業務
②資源ごみ運搬処
分業務等の事務事
業運営
③施設及び設備の
維持管理

委託契約締結及
び実績確認

実施 実施
一
般
45,581 ― 43,996 0.2 0.0

①ごみ受付セン
ター開場日数
②受付したごみ
を適切な全量処
理（不燃・粗大
ごみ受入量、資
源ごみ（びん、
缶・金属、ペット
ボトル、古紙・古
布、小型家電）
受入量）

①310
日
②
100％
（不燃
1,280t
、資源
636t）

①310
日
②
100％
（不燃
1,290t
、資源
690t）

①311
日
②
100％
（不燃
1,061t
、資源
623t）

①309
日
②100%
（不燃
873ｔ資
源
725t）

ごみ受入施設として管理瑕疵な
く、継続的に受入を維持し、受入
したごみを適正に処理することが
必要であるため、開場日数及び受
入れしたごみを全量適正に処理
することを目標として設定した。

①310
日
②
100％

①A
②A

A
委託業者との連携を密にすること
で、年間を通じて適切にごみの受
け入れ業務を実施できた。

委託業者との連携を強化し、安全
かつ適正な施設運営を図る。

収
集
業
務
課

50
集団資源回
収事業奨励
金交付事業

～

補助等
（市・交付
先）

地域の自治会・町内
会等が行うびん・缶類
の集団資源回収に対
して、回収量に応じた
奨励金を交付し、ごみ
の減量・再資源化を
図る。

びん・缶などの集団
資源回収事業の協
力する団体に対し、
奨励金を交付する。

①全自治会等へ
の協力依頼
②奨励金の交付

①１回
②100％

①1回
②100%

一
般
19,715 ― 19,107 0.3 0.4

①びん回収量
②缶回収量

①
3,468t
②
1,304ｔ

①
3,628ｔ
②
1,305ｔ

①
3,793t
②
1,324ｔ

①
3,966ｔ
②
1,343ｔ

R２年度実績値にR元年度からR２
年度の増減率を乗じて目標値を
設定した。

①
3,787ｔ
②
1,380ｔ

①A
②A

A

集団資源回収事業に協力する団
体に対し奨励金を適正に交付し、
目標どおりびん・缶類の分別回収
を実施できた。

引き続き、自治会・町内会等の団
体の協力を得て、びん・缶類の適
正な分別及び資源化の促進を図
る。

収
集
業
務
課

51

古紙等資源
回収活動奨
励金交付事
業

～

補助等
（市・交付
先）

廃棄物の再利用を促
進し、その減量化を図
るとともに、市民自ら
が取組むことで、資源
化に関する市民意識
の向上を図る。

古紙等の回収活動を
行う団体に対し、回
収実績に応じ、奨励
金を交付する。

①減量等推進員
への制度説明
②古紙等資源回
収活動内訳書の
受領、精査、奨励
金の交付

①１回
②100％

①１回
②100％

一
般
46,600 ― 44,382 0.3 0.7 取組団体数

840団
体

840団
体

901団
体

905団
体

R２年度実績値から目標値を設定
した。

843団
体

A A
古紙回収活動取組団体に対し奨
励金を適正に交付し、取組団体数
が目標数に達した。

引き続き、地域主体の古紙回収活
動を奨励し、可燃ごみの減量化及
び古紙等の再資源化を図る。

廃
棄
物
処
理
課

52
清掃施設運
営経費

～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき円滑な清掃施設
の管理を図る

清掃施設運営の総
括的な管理を行う

受け入れた廃棄
物の処理委託件
数（乾電池、蛍光
管、火災廃材）

５件 ５件
一
般
35,125 ― 33,711 4.0 1.0

受け入れた廃
棄物の適正な
全量処理（乾電
池、蛍光管等）

100% 100% 100% 100%

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、受け入れた廃棄物
を全量適切に処理することを目標
として設定した。

100% A A

乾電池・蛍光管の保管状況を定期
的に把握し、適宜収集運搬処理
委託等を実施したことで、目標を
達成できた。

引き続き、定期的に使用済み乾電
池等の保管状況を把握し、適切な
業務管理を行っていく。

廃
棄
物
処
理
課

53
施設環境保
全費

S 43 ～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律、大
気汚染防止法、水質
汚濁防止法、ﾀﾞｲｵｷｼ
ﾝ類対策特別措置法
等に基づき施設の管
理を図る

清掃施設の環境保
全に係る検査・測定
業務を行う

①契約件数
②測定回数

①12件
②各炉６
回
放流水２
回

①12件
②各炉６回
放流水２回

一
般
20,917 ― 19,970 3.0 0.0

大気汚染防止
法、水質汚濁防
止法、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ
類対策特別措
置法等に基づく
排ガス・排水等
の基準達成率

100% 100% 100% 100%

大気汚染防止法、水質汚濁防止
法、ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策特別措置法
等に基づく排ガス・排水等の排出
基準の遵守義務により、達成率
100%を目標値として設定した。

100% A A
各測定により、排ガス・排水基準値
に適合していることを確認し、目標
を達成できた。

引き続き、大気汚染防止法等の改
正に合わせた適正な調査を行って
いく。

廃
棄
物
処
理
課

54
西ケ谷清掃
工場費

S 50 ～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき西ケ谷清掃工場
の安全且つ安定した
管理運営を図る

西ケ谷清掃工場の
維持管理業務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①18件
②４件

①18件
②４件

一
般

2,484,196 ― 2,398,531 9.0 5.0

受け入れしたご
みの適正な全
量処理
①可燃ごみ
②不燃・粗大ご
み

100%

①
100%
(125,3
35t)
②
100%
(1,633t
)

 ①
100％
(123,2
77t)
②
100％
(1,512t
)

①
100%
(116,3
03t)
②
100%
(1,286t
)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
ごみ処理を行うよう、搬入受入事
故及び設備の停止を防止し、施設
の安定的な稼働を行うことで、受け
入れた廃棄物を全量適切に処理
することを目標として設定した。

①
100%
(115,2
37t)
②
100%
(1,389t
)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

ごみの排出について、他部署と連
携し排出者に分別を徹底させてい
くことで、施設の安全・安定的な稼
働を図る。
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①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

廃
棄
物
処
理
課

55
沼上清掃工
場費

S 42 ～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき沼上清掃工場の
安全且つ安定した管
理運営を図る

沼上清掃工場の維
持管理業務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①31件
②４件

①31件
②４件

一
般

1,535,769 ― 1,483,184 14.0 10.0

受け入れしたご
みの適正な全
量処理
①可燃ごみ
②不燃・粗大ご
み

100%

①
100%
(106,4
95t)
②
100%
(9,579t
)

 ①
100％
(119,6
21t)
②
100％
(9,368t
)

①
100%
(117,5
84t)
②
100%
(9,131t
)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
ごみ処理を行うよう、搬入受入事
故及び設備の停止を防止し、施設
の安定的な稼働を行うことで、受け
入れた廃棄物を全量適切に処理
することを目標として設定した。

①
100%
(103,6
50t)
②
100%
(8,923t
)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

ごみの排出について、他部署と連
携し排出者に分別を徹底させてい
くことで、施設の安全・安定的な稼
働を図る。

廃
棄
物
処
理
課

56
静岡衛生セ
ンター運営
経費

S 47 ～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、静岡衛生セン
ターの安全且つ安定
した管理運営を図る

静岡衛生センターの
維持管理業務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①１１件
②４件

①11件
②４件

一
般
124,525 ― 105,580 2.0 0.0

搬入されたし尿
の適正な全量
処理

100%
100%
(56,55
5kl)

100%
(57,97
1kl)

100%
(58,48
0kl)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
し尿処理を行うよう、搬入受入事
故及び設備の停止を防止し、施設
の安定的な稼働を行うことで、受け
入れた廃棄物を全量適切に処理
することを目標として設定した。

100%
(56,97
5kl)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

静岡衛生センターの延命化と安定
稼働のため、引き続き計画的な修
繕を実施する。

廃
棄
物
処
理
課

57
静岡南部中
継所運営経
費

H 3 ～
市

（委託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、静岡南部中継
所の安全且つ安定し
た管理運営を図る

静岡南部中継所の
維持管理業務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①８件
②１件

①８件
②１件

一
般
75,158 ― 66,540 1.0 0.0

搬入されたし尿
の適正な全量
受入れ及び搬
出

100%
100%
(16,67
2kl)

100%
(17,06
2kl)

100%
(19,39
6kl)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
し尿処理を行うよう、搬入受入事
故及び設備の停止を防止し、施設
の安定的な稼働を行うことで、受け
入れた廃棄物を全量適切に受入
れ及び搬出することを目標として
設定した。

100%
(16,58
3kl)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

静岡南部中継所の延命化と安定
稼働のため、引き続き計画的な修
繕を実施する。

廃
棄
物
処
理
課

58
清水衛生セ
ンター運営
経費

H 5 ～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、清水衛生セン
ターの安全且つ安定
した管理運営を図る

清水衛生センターの
維持管理業務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①10件
②３件

①10件
②３件

一
般
144,352 ― 130,851 2.0 0.0

搬入されたし尿
の適正な全量
処理

100%
100%
(36,42
5kl)

100％
(37,04
6kl)

100%
(38,65
2kl)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
し尿処理を行うよう、搬入受入事
故及び設備の停止を防止し、施設
の安定的な稼働を行うことで、受け
入れた廃棄物を全量適切に処理
することを目標として設定した。

100%
(35,59
7kl)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

清水衛生センターの延命化と安定
稼働のため、引き続き計画的な修
繕を実施する。

廃
棄
物
処
理
課

59
庵原衛生プ
ラント運営
経費

H 2 ～
市

（委託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、庵原衛生プラン
トの安全且つ安定した
管理運営を図る

庵原衛生プラントの
維持管理業務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①８件
②２件

①８件
②２件

一
般
128,553 ― 121,176 2.0 0.0

搬入されたし尿
の適正な全量
処理

100%
100%
(14,59
9kl)

100％
(15,15
4kl)

100%
(15,49
2kl)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
し尿処理を行うよう、搬入受入事
故及び設備の停止を防止し、施設
の安定的な稼働を行うことで、受け
入れた廃棄物を全量適切に処理
することを目標として設定した。

100%
(15,64
6kl)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

庵原衛生プラントの延命化と安定
稼働のため、引き続き計画的な修
繕を実施する。

廃
棄
物
処
理
課

60
沼上最終処
分場運営経
費

S 54 ～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、沼上最終処分
場の安全且つ安定し
た管理運営を図る

沼上最終処分場の
維持管理業務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①９件
②２件

①９件
②３件

一
般
95,503 ― 93,143 4.0 2.0

搬入物の適正
な全量埋立処
理

100%
100%
(5,267t
)

100%
(5,657t
)

100%
(7,309t
)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
廃棄物の埋立処理を行うよう、搬
入受入事故及び設備の停止を防
止し、施設の安定的な稼働を行う
ことで、受け入れた廃棄物を全量
適切に埋立処理することを目標と
して設定した。

100%
(5,380t
)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

沼上最終処分場の延命化と安定
稼働のため、排出時における分別
の指導徹底及び計画的な定期点
検等維持管理・修繕を実施する。

廃
棄
物
処
理
課

61
清水逢坂汚
水処理施設
管理経費

H 1 ～
市

（委託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、清水逢坂汚水
処理施設の安全且つ
安定した管理運営を
図る

清水逢坂汚水処理
施設の維持管理業
務を行う

①維持管理・保守
点検等委託契約
事業数
②施設維持修繕
契約事業数

①５件
②１件

①５件
②１件

一
般
22,510 ― 22,236 1.0 0.0

浸出水の適正
な全量処理

100%
100%
(8,403
㎥)

100%
(8,208
㎥)

100%
(7,689
㎥)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
浸出水の処理を行うよう、設備の
停止を防止し、施設の安定的な稼
働を行うことで、浸出水を全量適
切に処理することを目標として設
定した。

100%
(8,983
㎥)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

清水逢坂汚水処理施設の延命化
と安定稼働のため、引き続き計画
的な定期点検等維持管理・修繕を
実施する。

廃
棄
物
処
理
課

62
清水貝島最
終処分場運
営経費

H 3 ～
市

（委託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、清水貝島最終
処分場の安全且つ安
定した管理運営を図
る

清水貝島最終処分
場の維持管理業務を
行う

維持管理・保守点
検等委託契約事
業数

４件 ４件
一
般
33,443 ― 32,817 1.0 0.0

搬入物の適正
な全量埋立処
理

100%
100%
(2,942t
)

100%
(3,559t
)

100%
(2,071t
)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
廃棄物の埋立処理を行うよう、搬
入受入事故及び設備の停止を防
止し、施設の安定的な稼働を行う
ことで、受け入れた廃棄物を全量
適切に埋立処理することを目標と
して設定した。

100%
(3,013t
)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

清水貝島最終処分場の延命化と
安定稼働のため、排出時における
分別の指導徹底及び計画的な定
期点検等維持管理・修繕を実施
する。



Ｒ２ Ｒ１ H30

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

⑦活動指標（アウトプット指標）

実績値

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

成果（アウトカム）

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

廃
棄
物
処
理
課

63
由比最終処
分場運営経
費

H 30 ～
市

（委託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、由比最終処分
場の安全且つ安定し
た管理運営を図る

由比最終処分場の
維持管理業務を行う

維持管理・保守点
検等委託契約事
業数

４件 ４件
一
般
10,273 ― 10,241 1.0 0.0

搬入物の適正
な全量埋立処
理

100%
100%
(1.45t)

100%
(1.93t)

100%
(1.97t)

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律に基づき、市民生活に影響を
及ぼさない環境に配慮した適正な
廃棄物の埋立処理を行うよう、搬
入受入事故及び設備の停止を防
止し、施設の安定的な稼働を行う
ことで、受け入れた廃棄物を全量
適切に埋立処理することを目標と
して設定した。

100%
(1.20t)

A A
定期点検整備及び維持修繕を計
画的に実施し、目標を達成でき
た。

由比最終処分場の延命化と安定
稼働のため、排出時における分別
の指導徹底及び計画的な定期点
検等維持管理・修繕を実施する。

廃
棄
物
処
理
課

64
清掃工場基
幹改修事業

～

市
（直営・委
託）

廃棄物の処理及び清
掃に関する法律に基
づき、安定的かつ適
正な廃棄物処理を継
続するため、改修工
事を行う。

沼上清掃工場の基
幹改修事業を行う
（継続事業）

基幹的設備改良
工事及び工事監
理の実施

実施 実施
一
般

1,094,450 126,619 1,094,098 2.0 0.0
事業の進捗率
（当該年度分）

100% 100% 100% 100%

令和５年度までの継続事業のた
め、当初計画による当該年度の事
業の進捗率を目標として設定し
た。

100% A A 計画通り改良工事を完了した。
次年度も計画的に改良工事を実
施していく。


